
北海道告示第10795号

昭和49年北海道告示第809号（北海道補助金等交付規則に定める申請書等の様式）の一部を次の

ように改正する。

令和５年５月１９日

北海道知事 鈴木 直道

農政第141号様式を次のように改める。

農政第145号様式その１を次のように改める。



農政第１４１号様式

 北海道○○総合振興局⾧(振興局⾧) 様

 なお、併せて精算額として金      円の交付を請求します。

  口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

普通

当座

    年  月  日付け  第    号で交付決定通知（及び    年  月

日付け  第    号で変更通知）のあった    年度北海道中山間地域等直接支

払交付金等について次のとおり事業を実施したので、北海道中山間地域等直接支払交付

金等交付要領第11の規定に基づき、その実績を報告します。

振込先銀行等の名称 口座番号

年度北海道中山間地域等直接支払交付金等実績報告書

番   号 

年  月  日 

○○市(町村)⾧           

(氏名)        印     



１ 交付金等交付事業の完了により得られた詳細かつ具体的な成果

２ 事業の内容及び実績

（１） 交付対象面積及び交付額

国 道 市町村 国 道 市町村 国 道 市町村

円/㎡ ㎡ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
急傾斜 21.0
小区画・不整形 8.0
緩傾斜 8.0
高齢化率・耕作放棄率 8.0
急傾斜 16.8
小区画・不整形 6.4
緩傾斜 6.4
高齢化率・耕作放棄率 6.4
急傾斜 11.5
緩傾斜 3.5
高齢化率・耕作放棄率 3.5
急傾斜 9.2
緩傾斜 2.8
高齢化率・耕作放棄率 2.8
急傾斜 10.5
草地比率 1.5
緩傾斜 3.0
高齢化率・耕作放棄率 3.0
急傾斜 8.4
草地比率 1.2
緩傾斜 2.4
高齢化率・耕作放棄率 2.4
急傾斜 1.0
緩傾斜 0.3
急傾斜 0.8
緩傾斜 0.24
急傾斜 21.0
小区画・不整形 8.0
緩傾斜 8.0
高齢化率・耕作放棄率 8.0
急傾斜 16.8
小区画・不整形 6.4
緩傾斜 6.4
高齢化率・耕作放棄率 6.4
急傾斜 11.5
緩傾斜 3.5
高齢化率・耕作放棄率 3.5
急傾斜 9.2
緩傾斜 2.8
高齢化率・耕作放棄率 2.8
急傾斜 10.5
草地比率 1.5
緩傾斜 3.0
高齢化率・耕作放棄率 3.0
急傾斜 8.4
草地比率 1.2
緩傾斜 2.4
高齢化率・耕作放棄率 2.4
急傾斜 1.0
緩傾斜 0.3
急傾斜 0.8

緩傾斜 0.24

注１）事業の目的は、具体的な内容を記載すること。

注２）加算措置の内訳を（２）に記載すること。

注３）市町村内に複数の協定がある場合は、別紙１（協定ごとの内訳）を添付すること。
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（２）加算措置の内訳

集落協定

広域化加

算

集落機能

強化加算

急傾斜 超急傾斜 急傾斜 超急傾斜

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 円 円 円 円 円 円 円
急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

急傾斜

緩傾斜

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率
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加算額

棚田地域振興

活動加算

超急傾斜

農地保全

管理加算

集落協定

広域化加

算

集落機能

強化加算

生産性向

上加算
計

棚田地域振興

活動加算

超急傾斜

農地保全

管理加算

生産性向

上加算

加算対象面積

区     分



（３） 集落協定及び個別協定の締結状況

(単位：件、戸、㎡、円)

集落協定

個別協定

計

注１） 集落協定の参加農家数は、協定に参加している延べ農家数を記入すること。

注２） 交付額のうち共同取組活動分について、別紙２（集落協定の共同活動実績）を添付すること。

３ 交付金等交付申請額算出内訳

(単位：円)

４ 経費の配分

(単位：円)

中山間地域等直接支払交付金

５ 事業完了年月日

６ 中山間地域等直接支払交付金等の収支予算

（１） 収入の部

(単位：円)

中山間地域等直接支払交付金

国庫補助金

道費

中山間地域等直接支払推進交付金

（２） 支出の部

(単位：円)

中山間地域等直接支払交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

区分 協定締結数 参加農家数 交付面積 交付額
うち共同取組活動分

区      分 交付金等に要した経費 交付対象経費 交付金等交付申請額 備考

中山間地域等直接支払交付金

中山間地域等直接支払推進交付金

合計

中山間地域等直接支払推進交付金

区     分
交付金等に

要した経費

負  担  区  分

国 道 市町村

本年度精算額

当初

区     分
予算額

当初 更正後の額

支出未済額
区分

予算額
本年度精算額

注１）軽微な変更があった場合においては、容易に比較対照できるよう変更部分を二段書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

   （「予算額」欄を除く。）

注２）中山間地域等直接支払推進交付金について、事業費の根拠となる支出経費等ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写し等を添付すること。

注３）「予算額」欄中「更正後の額」欄には、市町村の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後の額を含む。）を

   記載すること。

注４）「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合には、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を控除した額を

   記載すること。

うち個人支払分

内訳
不用額

更正後の額 支出済額

収入済額 収入未済額
備考

内訳



（別紙１）

１ 事業の内容及び実績 協定名：

（１）交付対象面積及び交付額

国 道 市町村 国 道 市町村 国 道 市町村

円/㎡ ㎡ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
急傾斜 21.0
小区画・不整形 8.0
緩傾斜 8.0
高齢化率・耕作放棄率 8.0
急傾斜 16.8
小区画・不整形 6.4
緩傾斜 6.4
高齢化率・耕作放棄率 6.4
急傾斜 11.5
緩傾斜 3.5
高齢化率・耕作放棄率 3.5
急傾斜 9.2
緩傾斜 2.8
高齢化率・耕作放棄率 2.8
急傾斜 10.5
草地比率 1.5
緩傾斜 3.0
高齢化率・耕作放棄率 3.0
急傾斜 8.4
草地比率 1.2
緩傾斜 2.4
高齢化率・耕作放棄率 2.4
急傾斜 1.0
緩傾斜 0.3
急傾斜 0.8
緩傾斜 0.24
急傾斜 21.0
小区画・不整形 8.0
緩傾斜 8.0
高齢化率・耕作放棄率 8.0
急傾斜 16.8
小区画・不整形 6.4
緩傾斜 6.4
高齢化率・耕作放棄率 6.4
急傾斜 11.5
緩傾斜 3.5
高齢化率・耕作放棄率 3.5
急傾斜 9.2
緩傾斜 2.8
高齢化率・耕作放棄率 2.8
急傾斜 10.5
草地比率 1.5
緩傾斜 3.0
高齢化率・耕作放棄率 3.0
急傾斜 8.4
草地比率 1.2
緩傾斜 2.4
高齢化率・耕作放棄率 2.4
急傾斜 1.0
緩傾斜 0.3
急傾斜 0.8

緩傾斜 0.24

注１）加算措置の内訳を（２）に記載すること。
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（２）加算措置の内訳 協定名：

集落協定

広域化加

算

集落機能

強化加算

急傾斜 超急傾斜 急傾斜  ｂ

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 円 円 円 円 円 円 円
急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率
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緩傾斜

急傾斜

緩傾斜

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

小区画・不整形

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜

高齢化率・耕作放棄率

急傾斜

草地比率

緩傾斜
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緩傾斜
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加算額

棚田地域振興

活動加算

超急傾斜

農地保全

管理加算

集落協定

広域化加

算

集落機能

強化加算

生産性向

上加算
計

棚田地域振興

活動加算

超急傾斜

農地保全

管理加算

生産性向

上加算

加算対象面積

区     分



年度　集落協定の共同取組活動実績 協定名：
（単位：円）

①役員等の各担当者の活動に対

　する経費

②農業生産活動等の体制整備に

　向けた活動等の集落マスター

　プランの将来像を実現するた

　めの活動に対する経費

③水路、農道等の維持・管理等

　集落の共同取組活動に要する

　経費

④農用地の維持・管理活動を行

　う者に対する経費

⑤毎年の積立額又は次年度への

　繰越予定額

(1)積立

0 0 0 0

交付金の支出内容の確認 交付金の支出金額の確認

　※第7の3の①の使途詳細を記入

　※第7の3の②の使途詳細を記入

□事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

□事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

□事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

□事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

□事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

小　　　　計

合　　　　計

(2)繰越 □事業計画書　□総会等会議資料
□総会等議事録　□規約・規定
□出勤簿　□出役簿　□作業日
報・日誌　□写真　□発注文書
□契約書　□事業実績書　□現地
□その他（　　　）

□口座振込み　□現金
□金銭出納簿　□預貯金通帳
□領収書　□受領書
□振込金受取書・振込受付書
□その他（　　　）

小　　　　計

小　　　　計

小　　　　計

小　　　　計

事業量 積算基礎 支出額 備考うち当該年度交
付金の共同取組

活動分

うち前年度
からの積立
（繰越）額

うち利息等
その他収入

時期

（別紙２）

項　　目 取 組 内 容 具体的取組内容・交付金使途



農政第１４５号様式その１ 

強い農業づくり事業実施計画（実績）書                      

 １ 強い農業づくり事業（整備事業）の対象となる事業の内容等 

  (１) 事業費 

市町村名 地 区 名 

事 業 

実 施 

主 体 名 

政 策 目 的 メ ニ ュ ー 
対象作物・

畜種等名 

事  業  内  容 

(工種、施設区分、構造規格、能力等) 
事 業 費 

負 担 区 分 

備  考 国 庫 交 付

（補助）金 
市 町 村 費 そ の 他 

        

円 円 円 円 

 

合   計 

事業費      

附帯事務費      

計      

 （注）１ 「政策目的」の欄については、「産地競争力の強化」「経営改善」「担い確保・経営強化」「農産物等輸出の拡大」のい
ずれかを記入すること。 

      ただし、「経営改善」及び「担い手確保・経営強化」の場合にあっては、「対象作物・畜種等名」の欄は記載しないこ
と。 

    ２ 「メニュー」の欄については、「産地収益力の強化に向けた総合的推進」「産地合理化の促進」「地域提案」「融資主体
支援タイプ」、「被災農業者支援タイプ」、「条件不利地域支援タイプ」「担い手確保・経営強化支援事業」「農産物等の輸
出拡大に向けた産地基幹施設の整備」のいずれかを記入すること。 

    ３ 「事業の内容」「事業費」「負担区分」の欄は、事業実施地区ごとに記入すること。補助率が複数ある場合は、補助率
ごとに区分して記入し、補助率を備考欄に記入すること。 

    ４ 「事業内容」の欄については、施設区分等ごとに具体的な整備内容（基数、台数、面積等）を記入すること。 
    ５ 備考欄には、事業実施地区ごとに、仕入れに係る消費税等仕入控除税額について、これを減額した場合には「除税額

○○○円 うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」
とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計の欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円うち国費○○
○円」）を記入すること。 

      また、事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合には、
「融資該当有」と記入の上、別紙様式を作成し、添付すること。 

    ６ 交付申請の場合は、補助対象事業費等の積算根拠となる資料、実績報告の場合は出来高設計書及び財産管理台帳を添
付すること。 

    ７ 経営改善の取組に係る事業にあっては、農地利用効率化等支援交付金実施要綱（令和４年３月30日付け３経営第3156
号農林水産事務次官依命通知）別紙様式１号の１及び２を添付すること。 

    ８ 担い手確保・経営強化の取組に係る事業にあっては、担い手確保・経営強化支援事業実施要綱（平成28年１月20日付
け27経営第2612号農林水産事務次官依命通知）に定める別紙様式第３号別添１を添付すること。 



 （別紙） 

事   業   概   要 金融機関名 
融   資   名 

（制 度 ・ そ の 他） 

補助の交付を受けて整備する物件を担保に供し、金融機関から融
資を受ける場合の融資の内容 

融資を受けようとする金額 償 還 年 数 そ  の  他 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

  (２) 附帯事務費 

区     分 事  業  内  容 事 業 費 
負  担  区  分 

備    考 
国庫交付（補助）金 市 町 村 費 

Ⅰ 市町村附帯事務費 

  

円 円 

 

合       計     

 （注）１ 「事業内容」「事業費」「負担区分」の欄は、事業実施地区ごとに記入すること。 

    ２ 「事業費」「負担区分」の欄は、当該事業実施地区に係る事務費の合計金額を記入すること。 

 ２ 事業の実施に見込まれる効果（事業の完了により得られた詳細かつ具体的な成果（実施結果）） 

           

 （注）交付申請の場合は「補助事業の実施により見込まれる効果」を、実績報告の場合は「事業の完了により得られた詳細かつ

具体的な成果（実施結果）」を記載すること。 

 注 この様式は、強い農業づくり事業（整備事業）に係る補助金の交付を申請し、又は当該事業に関し実績報告をする場合に使

用すること。

 


